
 

令和７年度 学校自己評価システムシート （ さいたま市立 七里 中学校 ）     学校番号 ２３５                            【様式】 
学 校 教 育 目 標 輝く笑顔 誇れる学校        

目 指 す 学 校 像 ○生徒が、学ぶ楽しさ、生きる喜びを味わえる学校 ○教職員が、やりがいと誇りを持てる学校 ○保護者・地域の期待に応え、信頼され、愛される学校        

          

重 点 目 標 

１ 教職員の指導力を高め、授業力の向上・充実を図り、生徒の基礎学力、学ぶ意欲の向上を図る。 
２ 一人ひとりを大切にした積極的な生徒指導、教育相談活動を展開し、不登校の解消を目指す。 
３ 家庭及び地域との連携の一層の強化を図り、信頼され、愛される学校づくりを推進する。 
４ 安心・安全で「学びの場」にふさわしい教育環境づくりを一層推進する。 
５ 基礎体力と機動力のある組織づくりを一層推進する。 

※重点目標は５つ以上の設定も可。重点目標に対応した評価項目は複数設定可。 

※番号欄は重点目標の番号と対応させる。評価項目に対応した「具体的方策、 

方策の評価指標」を設定。 

 

  

 

 

 
     

           学 校 自 己 評 価  学校運営協議会による評価 

年 度 目 標 年 度 評 価  実施日令和８年２月２０日 

番号 現状と課題 評価項目 具体的方策 方策の評価指標 評価項目の達成状況 達成度 次年度への課題と改善策  学校運営協議会からの意見・要望・評価等 

1 

【現状】 

○授業は落ち着いた環境で実施できている。 

○R６年度の全国学力・学習状況調査において「学校の授業以

外に家庭等での学習時間が１時間未満の生徒」が約３９．

５％（県平均３０．２％、全国平均３５．４％）「土日な

どの学校が休みの日の学習時間が１時間未満の生徒」が３

７．９％（県平均３３．７％全国平均３６．２％） 

【課題】 

○家庭学習の時間は同調査からみて、R５から R６にかけて増

えてはいるものの、一層の家庭学習習慣を確立させること

と、内容や質の追求する必要がある。 

○学び方・教え方改革としてカリキュラム・マネジメントを

教職員が自分事として捉える必要がある。 

○学習機会の設定

により学習習慣

の定着と学習意

欲の向上 

・学習習慣の定着として放課後に学習支援教

室を定期的に開設 

・家庭での学習の時間を確保するために小テ

ストの実施、課題提出、宿題等を各教科で

実施 

・個別最適化を図るためにスタディサプリを

積極的に活用 

・全国学力・学習状況調査により生徒の家庭

学習（授業以外での学習）時間が増加す

る。 

・スタディサプリの利用上状況が増加する。 

○調査結果 授業以外の家庭学習時間 

１時間以内４９．１％（９．６％増）（県・全国平均より多い） 

３時間以上１２．３％（６．２％増）（県・全国平均より多い） 

全くしない１０．５％（４．４％増）（県・全国平均より多い） 

⇒二極化しているが、家庭学習の時間が少ない生徒が増加している。 

○スタディサプリ利用率 

４月～１１月 平均２０％（市・全国平均より少ない） 

夏休み    平均７８％（市・全国平均より多い） 

◎学習習慣の定着と学習意欲の向上、自立して学習するための基礎学

力の定着が必要である。 

B 

【課題】 

・自ら学ぶためには、学習機会の設定による学習習慣

の定着と基礎学力の向上が必要である。 

・個々に応じた学びの個別最適化が必要である。 

【改善策】 

・生徒の実態に則したカリキュラム・マネジメントを

実施し学習機会を設定する。 

・ICT 機器（スタディサプリ等）の活用促進させる。 
 

・学びの質の向上に向け、教

員、生徒ともにやる気が感じら

れる。 

・チャレンジスクールに参加す

る生徒が多く、学習に対する意

欲が高い。 

・家庭での学習時間の不足が課

題である。短時間からでよいの

で、習慣づける必要がある。 

 

○教科横断的な視

点を用いた授業

実践のための学

校全体での取り

組みの推進 

・知識の定着・活用を目指し教科間のつなが

りを確認するために定期的な校内研修を実

施（カリキュラム・プランの作成） 

・学び方・教え方改革を目指し定期的な教科

会・指導方法検討会を実施 

・カリキュラム・プランが作成されている。 

・学校評価アンケート項目３（わかりやすい授

業）において a の回答が教職員５３％以上とす

る。 

・「学びの指標」質問項目５（振り返り）・６

（意欲）・１９（結びつき）・２０（目標提

示）の結果が 1回目より２回目が上回る 

○学校・生徒の実態に則したカリキュラム・マネジメントを作成でき

た。カリキュラム・プランを作成していく段階である。 

○学校評価結果 項目３ ６９％（１６％増） 

○学びの指標 項目５   ３．４⇒３．５ ０．１増  

項目６   ３．６⇒３．６ 同数 

項目１９ ３．３⇒３．３ 同数 

項目２０ ３．６⇒３．５ ０．１P 減 

◎授業改善の取組は進んでいるが大きな変化として表れていないこと

を踏まえ、学校全体で継続して取り組む必要がある。 

B 

【課題】 

・カリキュラム・プランを用いた学び方・教

え方改革が必要である。 

【改善策】 

・カリキュラム・プランを作成するために教

科を超えた議論・研修を実施する。 
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【現状】 

○一生懸命に教育活動に励む生徒が多い。 

○R6 年度の全国学力・学習調査において「学校に行くのは楽

しいですか」の肯定的な回答は、９０．９％（前年度比＋

８．２％、県平均８５．４％、全国平均８３．８％） 

○５月時点で、全欠席の生徒が２名、１５日以上欠席してい

る生徒が１５名（うち、３０日以上欠席が６名） 

【課題】 

○「生きる力」を一層育むために、達成感・充実感を味わう

ことができる生徒主体の取組が必要である。 

○「誰ひとり取り残さない教育」の実現にあたり、欠席日数

が多い生徒が孤立しない支援・サポートを組織的に行って

いく必要がある。 

○生徒一人ひとり

の状況に応じた

組織的な支援・

サポートの実施 

・特別支援コーディネーターを中心に、生徒の困

り感を把握できる体制の構築 

・関係機関（児童相談所・福祉課等）との連携を

図り、個別な支援を実施 

・個に応じた精神的に安心する場（Sola るーむ・

さわやか相談室・支援センター等の外部機関

等）を確保 

・欠席日数が多い生徒に対して、何らかの支

援・サポートが施されている。 

・生徒指導・教育相談部会が個々の状況を把

握する場となり、その対策を検討する場と

なっている。 

○関係機関との連携を図ることで連絡が全くとれない生徒はいない。 

○Sola るーむ利用生徒の困り感を把握することを目的として、組織的

な対応がとれる体制を整えることができた。 

○生徒指導・教育相談部会が事案検討の場となり、組織的な対応がで

きている。 

◎週、学期、年度で学年職員・管理職・さわやか相談員・スクールカ

ウンセラーが面談を行い、生徒の状況を把握できる体制が構築さ

れ、状況に応じた組織的な支援・サポートが実施できている。結

果、Sola るーむ利用生徒が教室で授業に参加できるようになった。 

B 

【課題】 

・個に応じた指導を実践できているが、継続

していく上で人・ものが不足している。 

【改善策】 

・組織的な対応を一層充実させることで、限

れた資源を最大限活用できるようにする。 
 

・Sola るーむが機能し、生徒に

よい効果が出ている。 

・不登校傾向の生徒と学校が何

らかの形でつながっていること

は評価できる。今後も登校でき

るように関わりを継続して欲し

い。 

・心のアクセルとブレーキの指

導が今後重要になってくるの

で、外部との連携をさらに進め

て欲しい。 

○生徒が主体とな

って取り組む活

動等をとおして

生きる力の育成 

・自らの考えや、学んできたことを生徒が発表で

きる機会（集会・学校運営協議会等）を設定 

・企画委員会、生徒指導・教育相談部会を事案の

検討会として実施 

・教職員が生徒の心情に寄り添った適切な指導助

言を行う。 

・学校評価アンケート項目２（充実感・達成感）

の a の割合を R６年度（生徒７３％、保護者４

４％）以上とする。 

・学校評価アンケート項目１０（相談に応じる）

の a の割合を R６年度（生徒７３％、保護者３

７％）以上とする。 

○学校評価結果 

項目２   生徒６５％（達成度８９％） 

保護者２８％（達成度６３％） 

項目１０ 生徒７０％（達成度９５％） 

保護者１５％（達成度４０％） 

◎生徒は主体的に取り組むことが概ねできたという評価だが、保護者

には取組が届いていないことも含めて改善する余地がある評価とな

った。 

B 

【課題】 

・生徒と保護者の評価に大きな差が生じている。 

【改善策】 

・生徒の心情に寄り添った教育を一層充実させる。 

・保護者にむけて教育活動を積極的に公開すること

や、適したツールで情報を発信していく。 
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【現状】 

○R６年度さいたま市学習状況調査において「この１年間に、

ボランティア活動に参加したことがありますか」の肯定的

な回答は２９．３％（前年度比＋３．３％、市平均３

８％）また、同調査において「地域や社会をよくするため

に何かしてみたいと思いますか」の肯定的な回答は８１％

（前年度比＋３．９％、市平均８１．７％） 

【課題】 

○地域や社会をよくする意欲は多くの生徒がもっているもの

の、そのための具体的な行動（ボランティア活動に参加す

る）等に結びつける必要がある。 

○生徒が、実際に行動に移すための、受け皿を地域と家庭と

連携を図り構築する必要がある。 

○「地域で活躍で

き る 生 徒 」 ・

「地域に貢献で

きる生徒」の育

成 

・生徒や保護者を対象にしたボランティア活動に

関する講演会（座学）を実施する。 

・「地域で育てる七里中生」としての協力を得る

ために、保護者や地域に積極的に教育活動を公

開していく。 

・昨年度まで実施していたボランティア活動の継

続と新たなボランティア活動を開拓する。 

・ボランティア活動の意義を生徒が理解してい

る。（独自のアンケート調査で理解度が８０％

以上とする。） 

・新規のボランティア活動の要請を受けている。 

・教育活動を積極的に公開していると保護者や地

域から評価を得ている。（学校運営協議会や

PTA 常任委員会、保護者会、地域での会合で肯

定的意見を得る。） 

○アンケート結果 ボランティア活動に意欲的に参加しているか 

 肯定的回答 ３９％ 

○参加生徒の感想では、自己肯定感が高まっている記述があった。 

○新規ボランティア活動要請 ８か所（前年度２か所） 

○新規要請の増加もあり、ボランティア活動参加者が増加した。 

参加者数 延１５１名（前年度 延８４名） 

○教育活動週間を１２月と２月に各一週間実施できた 

◎ボランティア活動を本格的にスタートさせた年としては、概ね満足

できる結果となった。教育活動の公開においても、保護者、地域か

ら肯定的な評価を受けることができた。 

B 

【課題】 

・ボランティア活動参加生徒に偏りが生じている。 

・教育活動公開週間の参加人数が少ない。 

【改善策】 

・生徒にとって魅力あるボランティア活動の実施 

・講演会の実施などでボランティア活動の意義を一層

浸透させる。 

・適したツールで公開を積極的に周知する。 
 

・地域がとても協力的で、生徒

の健全育成に繋がっている。 

・教育公開週間など、地域を含

めて積極的に授業公開の機会を

増やしたことは良い。 

・生徒が、ボランティア活動に

積極的に参加していた。来年度

も継続してもらいたい。 

・スクリレや学校ホームページ

の活用など、適したツールを活

用し、保護者に向けて情報発信

する必要がある。 

○学校運営協議会

や PTA を軸とし

て地域や保護者

との連携を強化 

・学校運営協議会と連携を図り、地域のニーズを

掴み、生徒の活躍の場を見出す。 

・学校だよりや、スクリレ、学校ホームページを

積極的に活用し、地域や保護者に七里中生の魅

力を発信する。 

・小学校との連携の継続と、高校との連携を強化

する。 

・学校運営協議会において、地域のニーズを掴

み、生徒が協力できる場を見出すための熟議が

できている。 

・学校評価アンケート項目９（家庭・地域との連

携）の a の割合を R６年度（保護者４１％）以

上とする。 

○学校運営協議会の熟議テーマを目指す生徒像と学校経営

の重点・努力点と関連付け「地域とともにある学校づく

りに関する取組」を明確にしたことで「家庭で育て、学

校で鍛え、地域で磨く」体制づくりができた。 

○学校評価結果 

 項目９ 保護者３２％（達成度７８％） 

◎地域の連携は強化できた。保護者との連携を深めたい。 

B 

【課題】 

・地域のニーズが学校に届く体制ができたからこそ、持続可能な

連携を図る必要がある。 

・保護者との連携強化を一層深める必要がある。 

【改善策】 

・学校・家庭・地域で役割を分担し、三位一体となった取組スタ

ンスをとる。 

・適したツールで学校の状況を保護者へ積極的に周知する。 
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【現状】 

○R６年度校内アンケート（教職員対象）において「安心・安

全で「学びの場」にふさわしい環境をつくるため、施設・

設備の安全確保や教育環境の美化が適切に勧められてい

る」の aの回答は６３％また、同アンケートにおいて「緊急

時の対応マニュアル等が適切に作成され、研修などをとお

して教職員の理解も進んでいる」の aの回答は７３％ 

【課題】 

○老朽化が著しい校舎のため、修繕が必要な個所が多数ある

中で、生徒の安全面を最優先に考えた修繕計画をたてる必

要がある。 

○社会の変化に伴う緊急時の対応の変化も常に求められてお

り、かつ組織的に対応できるようにする必要がある。 

○「学びの場」と

して、生徒の安

全を最優先にし

た修繕を実施 

・定期的な安全点検の徹底 

・修繕箇所の早期発見・早期改善（手立てを

たてることも含む） 

・生徒の安全を最優先にした教育活動の実施

（予算運用も含む） 

・覚知した修繕箇所は学校が対応できる範囲は安

全対策をとり、それ以外は関係機関と連絡をと

っている状態とする。 

・校内アンケート（教職員対象）項目柱⑤－２

（施設・設備の安全確保）の a の割合を R６年

度（６３％）以上とする。 

○老朽化が激しい中で、未着手の修繕箇所はない

状態である。 

○校内アンケート結果 

 項目柱⑤－２ ４７％（達成度７５％） 

◎「学びの場」としての安全確保はできている。 

B 

【課題】 

・未着手の修繕箇所はないが、修繕が必要な個所

は残っているので、早期修繕完了が求められて

いる。 

【改善策】 

・学校ができることと、教育委員会に依頼する部

分を明確にして対応にあたる。  

・日頃から、施設面に目配りを

して改善していることは評価で

きる。 

・生徒の意見をきっかけに、修

繕が進んでいることはとてもよ

いことである。 

・老朽化で生徒に危険がおよば

ないように、把握と早急な対応

が大切である。 

○社会の変化に対

応した緊急時の

対応の徹底 

・緊急時対応マニュアルに基づく校内研修の実施 

・様々な事例（自然災害や、不審者侵入等）に対

応した避難訓練の実施 

・日常的に組織的な対応をとるための報告・連

絡・相談を欠かさず情報共有の徹底 

・校内アンケート（教職員対象）項目柱⑤－

３（緊急時対応マニュアルの理解）の a の

割合が R６年度（７３％）以上とする。 

 

○校内アンケート結果 

 項目柱⑤―３ ４１％（達成度５６％） 

 （肯定的な評価 １００％） 

◎社会の変化に対応した緊急時対応マニュアルについ

て、自信をもって理解したうえで、緊急時に対応で

きる状態にする。 

B 

【課題】 

・不審者対応訓練などに初めて取り組んだこともあり

緊急時の対応が定着するに至っていない。 

【改善策】 

・ブラッシュアップしながら継続・反復して取り組む

ことで身につくようにする。 

5 

【現状】 

○R６年度全国学力・学習状況調査において「先生は授業やテ

ストで間違えたところや理解していないところについて、

分かるまで教えてくれていると思いますか」の肯定的な回

答は９４％（県平均８８．３％、全国平均８４．９％） 

○校内アンケート（教職員対象）項目柱④－４（服務規律に

関する意識）において aの割合が６３％ 

○時間外在校等時間月４５時間越１３人（４、５月の平均） 

【課題】 

○「子どもを中心にした議論」ができる風土はあるので、生

徒の成長に結びつけるための指導力の向上が求められる。 

○キャリアの浅い教員も増えていることもあり、服務規律に

関する学校全体として、一層の意識の向上が必要である。 

○学校全体で業務改善に努める必要がある。 

○一人ひとりが課

題を自分事とし

て捉え、研修と

修養につとめる

意欲をもった教

職員集団の育成 

・教育委員会主催の学力向上支援研修を実施 

・面談等でキャリアに応じた対話に基づく研

修の受講奨励を実施 

・法令遵守を徹底させるだけではなく、具体

的な事例を用いて「自分事」となる校内研

修の実施 

・学校評価アンケート項目３（わかりやすい授

業）において a の回答が保護者３７％、生徒５

９％以上とする。 

・危機意識が高まり、教職員が互いに指摘・

確認し合える状態となっている。 

○学校評価結果 

 項目３ 生徒 ５８％（達成度９８％） 

保護者２１％（達成度５７％） 

○校内アンケート結果 

 項目柱④－４ ４７％（達成度７５％）  

◎面談や研修を通して、また安全点検や情報セキュリティに係るチェ

ックテストなどの実施状況から教職員の課題認識や危機意識は育ま

れている。 

B 

【課題】 

・課題の認識が改善・解決を図るための行動に繋がっ

ていくことが求められる。 

【改善策】 

・引き続き、学校・生徒の実態を共有する機会を積極

的、意図的に設定し、共通理解・共通行動をとって

いく。 

 

・教員が良い環境で働けること

が学校全体にとってプラスだと

考える。 

・教職員がより良い授業を目指

している姿勢は素晴らしいが、

頑張りすぎに注意を払う必要が

ある。 

・これからも生徒の「わかっ

た」「できた」のための授業改

善、研究の進化を期待してい

る。 

○教職員が健康で

働きやすい職場

環境づくりの推

進 

・電子採点ソフトの導入 

・「定時帰宅カード」（定時退勤をする意思表

示カード）の実施 

・管理職と教職員または教職員同士の有機的な

コミュニケーションの実施 

・ストレスチェックの結果に基づき、教職員へ 

の個別の対応がされている。 

・校内アンケート（教職員対象）項目柱④－５

（校務の情報化・資料の共有化）の a の回答

が R６年度（６３％）以上とする。 

○ストレスチェック集団分析結果によると良好な状

態である。 

○校内アンケート結果 

 項目柱④－５ ３５％（達成度５６％） 

◎職場環境は良好といえる状況である。 

B 

【課題】 

・仕事量の偏りが見られる。 

【改善策】 

・分掌を任命する際に、可能な範囲での均等

化を図ると共に、有機的なコミニケションを

とり、情報の共有化を促進させる。 
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と
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校
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の
キ
ャ
リ
ア
形
成
に 

関
す
る
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